
京都自動車健康保険組合

ホームページをご覧ください。

〈京都府 秋の清水寺の紅葉〉

京 都 自 動 車
健康保険組合

2026年 No.183秋号
●令和7年度 決算概要について
●新しい標準報酬月額が適用されます
●医療費の負担が変わりました
●高額療養費制度が見直されます
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京
都
自
動
車
健
康
保
険
組
合
の
令
和
７
年
度
の
決
算
が
、
去
る
７
月
21
日
に
開
催
さ
れ

た
第
155
回
組
合
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

保
険
料
収
入
は
増
え
た
も
の
の
、

前
期
高
齢
者
納
付
金
が
大
幅
に
増
加

　

当
健
保
組
合
の
令
和
７
年
度
決
算
は
、
収
入
33
億
２
８

７
７
万
１
千
円
に
対
し
、
支
出
32
億
６
６
０
８
万
８
千
円

と
な
り
、
全
体
と
し
て
は
６
２
６
８
万
３
千
円
の
黒
字
で

し
た
が
、
経
常
収
支
差
引
額
で
は
１
億
７
１
６
５
万
２
千

円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
の
柱
で
あ
る
保
険
料
収
入
は
、
賃
金
引
き
上
げ
等

に
よ
り
標
準
報
酬
月
額
、
標
準
賞
与
額
が
上
が
っ
た
こ
と

で
、
前
年
度
決
算
額
よ
り
増
加
し
た
も
の
の
、
高
齢
者
医

療
へ
の
拠
出
金
が
大
幅
に
増
え
た
こ
と
か
ら
赤
字
決
算
と

な
り
ま
し
た
。

　

２
０
２
５
年
に
は
団
塊
の
世
代
す
べ
て
が
後
期
高
齢
者

へ
移
行
し
ま
し
た
が
、
今
後
も
65
歳
以
上
の
人
口
は
増
え

続
け
２
０
４
０
年
代
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
高
齢
者
医
療
へ

の
拠
出
金
も
増
加
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
こ
れ
に

伴
い
、
こ
の
ま
ま
で
は
現
役
世
代
の
社
会
保
険
料
の
負
担

が
さ
ら
に
重
く
な
る
と
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
令
和
８
年
度
に
は
医
療
保
険
制
度
の
改

革
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
６
月
か
ら
先
発
医
薬
品
の
選
定

療
養
費
の
引
き
上
げ
が
、
８
月
か
ら
は
高
額
療
養
費
制
度

の
見
直
し
が
実
施
さ
れ
、
自
己
負
担
額
の
引
き
上
げ
と
年

間
上
限
額
の
新
設
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
Ｏ

Ｔ
Ｃ
類
似
薬
に
つ
い
て
は
患
者
に
一
定
の
追
加
負
担
を
求

め
る
仕
組
み
が
導
入
さ
れ
る
方
向
で
す
。
こ
れ
ら
の
改
革

が
医
療
費
抑
制
に
つ
な
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

●高齢者医療への拠出金が
　前年度より増加

高齢者医療への拠出金は、当健保組合の
保険料収入の約 5 割を占めています。

●収入の柱である保険料収入は
　前年度より増加

保険料収入増加の主な要因は、標準報酬
月額と標準賞与額の増加が挙げられま
す。

●効果的な保健事業と
　受診率向上の推進

データヘルス計画に沿った保健事業によ
り、健診や特定保健指導の受診率向上に
努めました。

決算の主なポイント 令和７年度
決算のお知らせ

　

当
健
保
組
合
は
、
社
会
の
変
化
に
対
応
し
な
が
ら
、
健

保
組
合
と
し
て
の
役
割
を
こ
れ
ま
で
以
上
に
果
た
し
て
い

く
所
存
で
す
。
各
種
健
診
の
受
診
勧
奨
や
健
康
・
医
療
に

関
す
る
正
確
な
情
報
の
発
信
な
ど
を
通
じ
て
、
加
入
者
の

皆
さ
ま
の
健
康
の
保
持
・
増
進
を
支
え
る
保
健
事
業
の
充

実
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

皆
さ
ま
に
お
か
れ
ま
し
て
も
、
定
期
的
な
健
康
診
断
の

受
診
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
積
極
的
な
選
択
、
セ
ル

フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
実
践
な
ど
、
医
療
費
の
適
正
化
に

向
け
た
取
り
組
み
へ
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お

願
い
い
た
し
ま
す
。
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出産育児交付金（227円）
雑収入（3,049円）

繰入金（7,592円）

繰越金（8,682円）
財政調整事業交付金（7,632円）

国庫補助金収入
（20,799円）

調整保険料（6,738円）

保険料（576,852円）

財政調整事業拠出金（6,731円）
事務費（10,248円）
保健事業費（18,547円）

連合会費（294円）
積立金（314円）

雑支出（101円）

支　出
619,869円

保険給付費
（305,571円）

後期
高齢者支援金
（125,647円）

前期
高齢者納付金
（152,416円）

収　入
631,765円

国庫負担金収入（195円）

収　　入
保 険 料 3,039,432
国 庫 負 担 金 収 入 1,028
調 整 保 険 料 35,505
繰 越 金 45,746
繰 入 金 40,000
国 庫 補 助 金 収 入 109,588
出 産 育 児 交 付 金 1,197
財 政 調 整 事 業 交 付 金 40,212
雑 収 入 16,063

合　　　　計 3,328,771
経常収入合計 3,058,972

支　　出
事 務 費 53,999
保 険 給 付 費 1,610,054
前 期 高 齢 者 納 付 金 803,081
後 期 高 齢 者 支 援 金 662,033
保 健 事 業 費 97,722
還 付 金 0
財 政 調 整 事 業 拠 出 金 35,464
連 合 会 費 1,548
積 立 金 1,653
雑 支 出 534

合　　　　計 3,266,088
経常支出合計 3,230,624

決 算 残 金 　　62,683 千円

経 常 収 支 差 引 額 ▲　171,652 千円

収　　入
保 険 料 315,235
繰 越 金 7,076
繰 入 金 0
雑 収 入 0

合　　　計 322,311

支　　出
介 護 納 付 金 315,639
還 付 金 0
積 立 金 0

合　　　計 315,639

決 算 残 金 6,672 千円

健
康
保
険
分
（
千
円
）

　（男性　4,303人、女性　870人）

（男性　44.79歳、女性　39.45歳）

（男性　382,540円、女性　286,480円）

（事業主　1,000分の54 、被保険者　1,000分の50 ）

（事業主　1,000分の8、被保険者　1,000分の8）

被保険者１人当たりで見ると

◦被保険者数　5,173 人（年間平均 5,269人）

◦平均年齢　43.89 歳

◦平均標準報酬月額　366,942 円

◦総標準賞与額（年間合計）　6,860,003 千円
◦健康保険料率（調整保険料率含む）
　1,000分の104　　

◦介護保険料率
　1,000分の16　　

介
護
保
険
分
（
千
円
）

令和７年度　収入支出決算概要

組合現況 令和８年３月末現在
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9月分の保険料の計算から

■ 標準報酬月額の定時決定の仕組み

①4月・5月・6月の給与の平均を計算 ②標準報酬月額表に当てはめる

新しい標準報酬月額が適用されます
毎月の保険料などの計算に使われる「標準報酬月額」は、毎年1回見直され、9月分の保険料の計算から1年
間適用されます（定時決定）。このため、標準報酬月額の変動で、毎月の給与から納付する保険料の額が、
9月分 （10月末に健保組合に納付）から変わる可能性があります。

基本給だけでなく、各種手当（残業手当、通勤手当など）や
現物での給与（食券、通勤定期券など）を含んだ支給額の
平均を計算します。

平均額を1～50等級に区分けされた「標準報酬月額表」に
当てはめて、標準報酬月額を決定します。

例えば支給額が以下の場合･･･
●標準報酬月額表

3ヵ月の支給額の平均が
28.66…万円なので

標準報酬月額はココ!
21等級　28万円

保険料の計算に使われる標準報酬月額
毎月納める保険料は、標準報酬月額から計算します。

原則1年間同じ標準報酬月額になります。

平均
28.66…
万円

4月　33万円
5月　26万円
6月　27万円

1
2

20
21
22

49
50

58,000
68,000

260,000
280,000
300,000

1,330,000
1,390,000

63,000

250,000
270,000
290,000

1,295,000
1,355,000

63,000
73,000

270,000
290,000
310,000

1,355,000

～

～
～
～

～
～

等級

標準報酬（単位：円） 報酬月額（単位：円）

月　額 以上 未満

保険料 標準報酬月額 保険料率＝ ×

賞与からも
保険料を
納めます

毎月の給与だけでなく年度中に3回まで支給される賞与からも保険料を納めます。
賞与からの保険料は、賞与の支給額の1,000円未満を切り捨てた「標準賞与額」に保
険料率を掛けて計算します。賞与からの保険料の計算では標準報酬月額は使用しま
せん。
※標準賞与額には年度累計額で573万円の上限が設けられており、それを超える分には保
険料の徴収は行われません。

随時改定
昇給・降給などで毎月決まった額が支給される基本給などの固定給に増減があり、2
等級以上の変動があった場合は、随時標準報酬月額を見直します。
※固定給に変動がなく、残業代など非固定給のみの変動の場合は、随時改定は行われませ
ん。
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診療報酬改定や健康保険制度の見直しにより、
令和8年6月から順次、健康保険の医療費の自己負担が変わりました。

令和８年
６月から順次

病院や診療所が診察・検査・治療を行った際に、国が定めた基準に基づいて支払われる「医療の値段」
です。国が2年に1度見直しており、全国どこで受けても同じ価格が適用されます。これにより、誰もが公
平に医療を受けられる仕組みになっています。
今回の改定率は診療報酬本体で＋3.09％です。医療現場の人件費・コスト増への対応が大きな柱となり
ました。一方で薬価は−0.86% 、材料価格は−0.01%となりました。

高額療養費制度の
自己負担限度額の引き上げ

入院時の食費・光熱水費の
引き上げ

ジェネリック医薬品のある
先発医薬品を選択した場合の
特別の料金の引き上げ

医療機関の診察料の
引き上げ

　高額療養費制度は、1ヵ月の医療費の自己負担が一定
の限度額を超えた場合に、超えた分が払い戻される制
度です。限度額は所得・年齢によって異なります。この
限度額が、令和8年8月から引き上げられました（詳細を
6ページに掲載）。

　併せて、長期療養者の負担が過度に増えないよう、
年間上限額が新設されます。1年間の自己負担の累計が
一定額を超えた場合、それ以上の負担は不要となります。
　なお、令和9年8月からは、所得区分を5段階から13
段階に細分化した上でさらなる自己負担限度額の引き上
げが予定されています。
※住民税非課税世帯については負担増を抑える配慮がなされます。

　物価上昇等を反映し、入院時の食費負担については、
１食当たり40円引き上げられました。
　65歳以上の人が療養病床に入院した場合にかかる光
熱水費の負担額も１日60円引き上げられました。

　ジェネリック医薬品がある薬で、先発医薬品を希望す
る場合には、医療費の自己負担にプラスして特別の料金
がかかる仕組みになっています。
　特別の料金は、先発医薬品とジェネリック医薬品の価
格差の4分の１の額から、令和8年6月より２分の１の額
へ引き上げられました。
※医療上の理由から先発医薬品を使用する必要がある場合や、流通の
　問題でジェネリック医薬品の在庫がない場合などは対象外です。

　初診料の基本額は据え置きとなる一方、再診料の基
本額がわずかに引き上げられました。また、物価高騰へ
の対応として「物価対応料」が新設され、さらに、医療
従事者の賃上げを支援する「ベースアップ評価料」も拡
充されます。物価対応料・ベースアップ評価料はいずれ
も令和9年6月に倍増する段階的な設計です。これらによ
り、初診料・再診料ともに窓口での自己負担額が増加し
ます。そのほかにも入院基本料など幅広く診療費が引き
上げられました。

令和８年
８月１日から

令和８年
６月１日から

令和８年
６月１日から

令和８年
６月１日から

令和8年5月まで 令和8年6月から
食事療養

標準負担額 1食510円 1食550円

生活療養
標準負担額

1日370円
＋

1食510＊円
＊医療機関によっては1食
470円

1日430円
＋

1食550＊円
＊医療機関によっては1食
510円

初
診

初診料 2,910円（据え置き）
物価対応料 20円（新設）
ベースアップ評価料 170円～230円（+170円）

再
診

再診料 760円（+10円）
物価対応料 20円（新設）
ベースアップ評価料 40円～60円（+40円）

自己負担額

自己負担額は、以下の表の金額の原則3割となります。

※低所得区分の方などは引き上げ幅が圧縮されます。
※指定難病患者等の方は1食330円となり、1日にかかる光熱水費の
　負担はありません。

※ベースアップ評価料の下限は新たに賃上げを開始した医療機関、
　上限は令和6年度から継続して賃上げに取り組む医療機関の場合。

令和8年7月まで 令和8年8月から
80,100円

＋
一定額を超えた医療費の1%

85,800円
＋

一定額を超えた医療費の1%

例）70歳未満で年収370万円～770万円の方の
　　自己負担限度額（3割負担）

ジェネリック
医薬品

先発医薬品 保険給付

保険給付 患者
負担

患者
負担

先発医薬品と
ジェネリック医薬品の価格差

価格差の1/2相当

特別の
料金

患者負担の総額

※患者が希望する
　場合

?診療報酬とは…

令和8年6月からの診察料
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～令和8年7月 令和8年8月～令和9年7月

70
歳
未
満

所得区分
（標準報酬月額） 月額上限 月額上限 年間上限

83万円以上
252,600円＋

（総医療費－842,000円）×1％
＜多数回該当：140,100円＞

▶

270,300円＋
（総医療費－901,000円）×1％
＜多数回該当：140,100円＞

1,680,000円

53万円～79万円
167,400円＋

（総医療費－558,000円）×1％
＜多数回該当：93,000円＞

179,100円＋
（総医療費－597,000円）×1％

＜多数回該当：93,000円＞
1,110,000円

28万円～50万円
80,100円＋

（総医療費－267,000円）×1％
＜多数回該当：44,400円＞

85,800円＋
（総医療費－286,000円）×1％

＜多数回該当：44,400円＞
530,000円

26万円以下 57,600円
＜多数回該当：44,400円＞

61,500円
＜多数回該当：44,400円＞ 530,000円（※1）

住民税非課税 35,400円
＜多数回該当：24,600円＞

36,900円
＜多数回該当：24,600円＞ 290,000円

70
歳
以
上

所得区分
（標準報酬月額）

月額上限 月額上限 年間上限外来特例（個人） 世帯 外来特例（個人） 世帯

83万円以上
252,600円＋

（総医療費－842,000円）×1％
＜多数回該当：140,100円＞

▶

270,300円＋
（総医療費－901,000円）×1％
＜多数回該当：140,100円＞

1,680,000円

53万円～79万円
167,400円＋

（総医療費－558,000円）×1％
＜多数回該当：93,000円＞

179,100円＋
（総医療費－597,000円）×1％

＜多数回該当：93,000円＞
1,110,000円

28万円～50万円
80,100円＋

（総医療費－267,000円）×1％
＜多数回該当：44,400円＞

85,800円＋
（総医療費 -286,000円）×1％

＜多数回該当：44,400円＞
530,000円

26万円以下
※収入の合計額が520万円未満

（1人世帯の場合は383万円未満）
の場合も含みます。

18,000円 
年間上限

144,000円

57,600円
＜多数回該当：
44,400円＞

22,000円
61,500円

＜多数回該当：
44,400円＞

外来：216,000円
世帯：530,000円

（※1）

住民税非課税 8,000円 24,600円 11,000円
25,700円

＜多数回該当：
24,600円＞

外来： 96,000円
世帯：290,000円

住民税非課税で
一定所得以下 8,000円 15,000円 8,000円 15,700円 180,000円

※1　�標準報酬月額15万円以下の所得区分に該当すると確認できた人は、年間上限41万円が適用され、令和9年8月以降に償還払いとなります。

令和8年8月からの高額療養費の自己負担額の上限額

新しく「年間上限」が導入されます

令和8年7月までは「1か月ごとの上限」だけでしたが、「1か月の上限」
「1年間の上限」の両方が設定されます。
例えば月ごとの限度額に達しなくても、1年間の医療費負担が一定額
に達したら、それ以上は負担しなくてよい、という仕組みになります。

年
間
の
自
己
負
担
の
合
計

年間上限

還付される！高額
療養費

令和8年8月から
高額療養費制度が見直されます

令和8年8月から
高額療養費制度が見直されます

毎月の上限額が引き上げられます
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